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日本成長戦略会議 第 8 回内容と反響および評価 
開催日 2026 年 10 月 1 日 調査基準日 2026 年 10 月 2 日朝 

GPT-6.1 Sol 

本稿は、会議の配付資料と公開報道に基づき、実行計画、投資支援、AI 社会実装の方向性を整理

し、企業経営と知財実務への示唆を考察する。政府の方針、委員の提言、開催後の報道、本稿の

評価を区別して記述する。 

主要な結論 

今回の会議は、7 月に策定した日本成長戦略を、投資案件・予算・制度改革に落とし込む段階へ

進めるものである。今後 5 年間の集中投資、複数年度支援を行う特別会計、高性能 AI の社会実

装を促す年内の行動計画が中心となった。[1–4,14,15] 

方向性は評価できる。ただし、投資先の選別、財源の裏付け、成果検証、効果が乏しい事業の見

直しは今後の具体化に委ねられる。開催翌朝のため、外部の評価は速報報道が中心であり、幅広

い支持や政策効果が確認された段階ではない。 

会議の概要 

10 月 1 日 16 時 45 分から 17 時 30 分まで、総理大臣官邸 2 階大ホールで開催された。議題は、

実行計画の策定、当面の検討課題、投資枠における特別会計の 3 点である。[1] 

論点 今回示された方向性 

実行計画 年末の政府予算案決定時に策定し、重点分野と投資内容・金額を具体化する。 

投資環境 建設供給力、資金供給、AI 社会実装、電力インフラの制約に対応する。 

財政支援 経済安全保障上重要な事業等を特別会計で別枠管理し、複数年度で支援する。 

AI 政策 高性能 AI 普及の行動計画、AX の具体像、規制・制度改革の方向性を年内に整理す

る。 

出典 [2–4,14,15]。個別投資額や制度の詳細は今後の検討事項である。 
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1 実行計画と投資環境の整備 

投資対象の重点化 

資料 1 は、国内投資を増やして潜在成長率を引き上げ、雇用・所得、消費、事業収益、税収へつ

なげる構想を示す。17 の戦略分野、62 の主要製品等について、2030 年頃までの今後 5 か年の

民間を中心とする国内投資の内容・額と、主要な政策を実行計画に盛り込む。[2] 

重点化の視点は、足元の収益源、今後の稼ぎ頭として大きな波及効果が期待されるもの、経済安

全保障上の波及効果が特に大きいもの、という時間軸と政策目的の違いである。収益化または自

律性・不可欠性の確保に至る「勝ち筋・ストーリー」の明確な事業を特定する方針が示されてい

る。[2] 

時事通信・共同通信は、2027 年度からの 5 年間を集中投資期間と報じている。資料 1 の「2030
年頃までの今後 5 か年」とは表現に幅があるため、実際の計画対象年度は年末の確定文書で確認

する必要がある。[2,14,15] 

投資を妨げる四つの制約 

検討課題 対応の目的 

建設供給力不足 工場、データセンター等の建設に必要な労働力・施工能力を確保する。 

資金供給力 成長投資や企業の事業再構築・再編を支える資金供給上の課題を解消する。 

AI 社会実装 成長の加速装置として AI・デジタル政策を一体的に進める。 

電力インフラ データセンター・半導体工場等の増加に対応する電力基盤を確保する。 

出典 [3]。共同通信は、建設業の人手不足への政策検討と AI 導入を加速する制度改革等について、

首相が年末までの対応を求めたと報じた。[15] 

投資額を読む際の注意 

2040 年度まで累計 370 兆円超という数字は、既存の成長戦略における官民投資の想定額である。

今回の会議で同額の政府支出が新たに決定したものではない。また、官民投資の累計額と、特定

年度の民間設備投資額は異なる指標であり、混同を避ける必要がある。[6,8,15] 
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2 高性能 AI の社会実装と AX 

年内の行動計画と規制改革 

首相は、高性能 AI の社会実装を成長戦略の実現に不可欠と位置付け、年内に AI 普及の行動計画

を策定する方針を示した。AI を利用することを前提に業務の進め方を見直す AX について、その

具体像と規制・制度改革の方向性を整理する。[13,14,16] 

読売新聞の会議前の報道は、政府が AX を全 17 分野の基盤と位置付ける考え方を伝えている。こ

れは会議後の議決文そのものではなく、政府関係者への取材に基づく事前報道として扱う。[17] 

平野委員の提言 

平野未来委員は、AI の急速な進歩に対応できる柔軟な投資配分を求めた。企業の AI 内製化を支

えるデータ整備、人材育成、安全な利用環境も支援対象に含め、技術の進展や電力需要の変化を

踏まえて定期的に配分を見直す考え方である。[10] 

製造・建設・造船などの供給制約に対しては、設計業務への AI 活用を提案する。同時に、活用

領域の特定、精度検証、ルール整備を実装支援と一体で進める必要があると指摘した。[10] 

さらに、AI セーフティ・インスティテュートの強化、第三者検証、異常の通報制度、国際的な技

術者対話を提案した。AI への依存が深まるほど、国内で評価・検証できる能力が自律性の基盤に

なるという認識である。[10] 

資料中の AGI への接近や到達時期に関する記述は、委員の認識・予測である。政府が AGI の到来

時期を確定した事実として扱うべきではない。 

松尾委員の提言 

松尾委員は、生成 AI 導入、データ連携、業務プロセス刷新、独自 AI、業界基盤という AX の段

階を示した。全企業は少なくともデータ連携まで、大企業は独自 AI・業界基盤まで進む構想であ

る。[11] 

アプリ・業務エージェント、AI ロボット、モデル、クラウド、電力、半導体を国内の AI 供給網

として結び付け、教育・人材とガバナンスも含めて海外へ展開する。資料中の GDP 最大 1.5％押

上げという記述は、提言資料の数値であり、今回の会議で実証された効果ではない。[11] 
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3 特別会計と複数年度の投資支援 

支援構想の仕組み 

「強く豊かな日本」投資枠のうち、経済安全保障上特に重要な分野等は、特別会計で別枠管理す

る構想である。複数年度の十分な財源を確保し、その財源を裏付けとするつなぎ国債を発行して

資金を前倒し調達する。[4] 

複数年度の大規模かつ計画的な公的支援にコミットすることで、企業に支援継続の予見可能性を

示し、研究開発や設備投資を引き出すことを狙う。来年度予算からの政策実行に向け、国債発行、

特別会計の設置、支援措置に必要な法的対応等を関係省庁で検討する。[4] 

対象事業と評価の考え方 

対象は、国内民間設備投資または潜在成長率を大きく引き上げる観点から政府が支援すべき事業

で、経済安全保障上重要な分野等に関係するものとする。一定期間の支援が収益化、民間投資の

呼び水、自律性・不可欠性の確保につながるなど、政策上の根拠が明確であることが基本条件で

ある。[4] 

経済成長の押上げ効果については、市場の成長性、技術の革新性・優位性、公的資金に見合う収

益性・政策効果・波及効果、市場の失敗、政府支援による追加性を判断・検証する。追加性とは、

支援がなければ実現しなかった投資や成果が、支援によって生まれるかという視点である。[4] 

評価と留意点 

本稿では、長期の投資判断を支える予見可能性と、政府支援の追加性を重視する方向性を評価す

る。一方、特別会計によって管理を分けるだけでは、事業の効果や財源の確実性は保証されない。

償還財源、支援額、選定手続、執行情報、撤退条件を具体化する必要がある。 

芳野委員は、特別会計による財政規律の緩みや透明性の低下を防ぐため、償還財源の確実な裏付

けと、事業別の執行状況・政策効果の継続検証を求めた。また、債務残高対 GDP 比だけでなく、

利払い費や財政収支も確認するよう提言した。[12] 

小林委員も市場の信認を重視し、投資効果に応じた優先順位付け、撤退、新分野の追加など、柔

軟な見直しの仕組みを求めている。[8] 
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4 会議内の評価と意見の違い 
以下は会議への提出資料に基づく委員の意見であり、開催後の外部反響や政府の採用決定とは区

別する。平野・松尾両委員の AI に関する提言は第 2 節で整理した。 

積極投資と効果検証 

会田卓司委員は、投資需要の拡大による 2％超の需給ギャップの「高圧経済」を提唱した。進捗

把握には、実質設備投資対 GDP 比、企業貯蓄率、実質公共投資対 GDP 比等を挙げる。積極財政

を強く支持する委員の見解である。[5] 

片岡剛士委員は実行計画を必要と評価し、政府事業が民間投資を押しのけないこと、他分野への

波及と呼び水効果を重視した。政策評価、行政事業レビュー、EBPM の関係を整理し、専門人材、

リアルタイムデータ、AI を活用する検証体制を求める。[7] 

デュアルユースと政府調達 

遠藤典子委員は、防衛需要を民間投資の確定需要として活用する考えを提示した。複数年度の購

入約束、性能要件を満たした後の量産発注への移行、民間側への知財帰属と緊急時の増産能力確

保を組み合わせる提言である。具体的な契約制度が今回確定したものではない。[6] 

中小企業と電力および国際標準化 

小林健委員は、中小企業・地域への投資効果の波及、研究開発・設備投資の予見可能性、知財の

戦略的活用と保護を重視した。竹内純子委員は実行計画への移行を歓迎し、規制改革、国際標準

化の人材支援、競争相手に遜色のない電力コストを求めた。原子力の活用や石炭火力の供給力維

持も委員提言に含まれる。[8,9] 

労働時間制度をめぐる違い 

小林委員は、健康確保と労使合意を前提とした柔軟な働き方や、変形労働時間制の要件緩和等を

提言した。一方、芳野友子委員は、規制緩和が長時間労働を常態化させ、担い手不足を助長しか

ねないと反対した。業務プロセスの見直し、省力化、生活時間の確保を重視している。成長投資

への期待が共有されても、労働供給制約への対応手段には意見の違いがある。[8,12] 
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5 開催後の反響と政策の評価 

報道の主な着眼点 

媒体 報道の重点 

朝日新聞 [13] 高性能 AI の普及、AX の具体策と規制改革、実行計画の方向性。 

時事通信 [14] AI 行動計画、5 年間の集中投資、複数年度予算、特別会計と法整備。 

共同通信 [15] 建設業の人手不足解消、資金供給、電力需要、AI 導入の制度改革。 

テレビ朝日 [16] 高性能 AI 社会実装の必要性と、年内の行動計画策定指示。 

開催翌朝の確認範囲では、今回の会議に直接対応した独立した専門家分析、企業の正式反応、ま

とまった世論評価は十分に確認できなかった。報道の多くは方針の速報であり、政策への賛同や

成果の評価とは区別する。同じ通信社・放送系列の記事転載も、独立した反応の件数として数え

ない。 

本稿の評価 

評価できるのは、投資計画を予算編成と結び付け、複数年度の支援と供給制約の解消を同時に扱

う点である。投資額を増やすだけでは施工能力、電力、人材は直ちに増えないため、これらの制

約を事前に扱う必要がある。AI 政策も、業務刷新、データ、人材、検証能力へ対象を広げている。

[2–4,10,11] 

課題は、重点化と検証を実効的な制度にすることである。17 分野を広く対象とするため、分野

別・案件別の追加性や成果を示さなければ、既存予算の付け替えや支援の固定化が起こり得る。

複数年度の支援は予見可能性を高めるが、見直しを難しくする側面もある。 

年末の実行計画で確認すべき事項 

①支援対象の選定理由と優先順位、②投資額に加えた生産性・収益・賃金等の成果指標、③償

還財源と金利上昇時の対応、④効果が乏しい事業の縮小・撤退条件、⑤AI 技術の変化に合わせ

た投資配分の更新、⑥中小企業・地域への取引と所得の波及を確認する必要がある。 

本稿の総合評価は、方向性は妥当であり実行への具体化が進んだが、政策の成否を判断するには

案件・財源・検証方法の確定を待つ必要がある、というものである。 
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6 企業経営と知財実務への示唆 
本節は、会議資料に基づく実務上の考察であり、政府が知財部門に義務付けた対応ではない。 

投資判断を支える知財分析 

資料 1 が求める「勝ち筋・ストーリー」は、知財部門が投資判断に関与する機会になる。IP ラン

ドスケープで市場性、技術優位性、競合、提携候補を整理し、FTO で事業化上の権利障害を把握

する。特許件数に加え、優位性が売上・利益や供給網の不可欠性へつながる経路を示すことが重

要である。[2,4,8] 

AI とデータの利用条件 

企業の AI 内製化、業界基盤、国内 AI 供給網の構築には、データ利用権限と秘密管理が必要にな

る。学習用データ・利用時の入力データ・成果物の権利、委託先の再利用条件、海外サービスへ

の提供、製造ノウハウの流出防止を契約と運用の両面から整える。[10–12] 

知財業務で AI を用いる場合も、検索・抽出・比較・案作成と、人の確認・最終判断を工程とし

て設計する。出典の追跡、クレーム解釈の検証、機密情報の扱い、誤りを発見した後の修正手順

まで含めて、生産性と品質を評価することが望ましい。 

政府調達とデュアルユース 

遠藤委員の提言を踏まえると、政府調達を見据えた研究開発では、既存の背景知財と新たな成果

知財を区別し、民生転用、第三者ライセンス、緊急時の生産、仕様更新に関する権利を設計する

必要がある。政府側の利用権と企業側の事業展開の自由度を契約段階で確認する。[6] 

国際標準化と投資効果の説明 

竹内委員の提言は、国際標準化を海外で稼ぐための基盤として捉えている。標準化活動、特許取

得、ライセンス、市場参入を一体で検討し、必要な人材と予算を経営に説明することが知財部門

の役割となる。[9] 

知財活動の成果も、件数や費用削減に加え、参入市場、提携、投資判断、事業化リスクの低減に

結び付けて説明する。今回の会議は、技術に投資すべき理由と、その成果を確認する方法を知財

部門が示す必要性を考える材料となる。 
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